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研究要旨 

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）の作成にあたり、「設備業者等によ

る定期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方式に特化した立入検査に資する情報として「基本的な

指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事例」について、東京都の事例を紹介した。 

また、これまでに「建物の空調設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告し

ている。質問紙調査の結果から、“平時と比較して COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内の温熱環境調整が難しくなっている”という回答が

得られていることについて、郵送調査において、その実態の一端を捉えるデータを得ることができた。

本研究班では、建築物衛生法によって管理されない建物も含めて調査を行っているが、COVID-19 に

よる感染症対策の一つである換気対策が行われた際の測定結果から、一部の建物を除いて、二酸化炭

素濃度が 1,000ppm 以下のより外気に近い値となっていることが確認された。一方、湿度は、既往の

調査結果よりもさらに低湿度環境となっていることをとらえるデータが得られた。この結果は、「建物

の空調設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果の感染症対策に関する行動と符合す

るものである。COVID-19 の感染症対策としてとられた換気対策や行動変容が、空気調和設備等の運

用管理に影響していくのか、継続的に動向を調査し、新たな感染症対策の一助なるべく、今後も調査を

継続していくことは重要であると思われる。 

A．研究目的 

 個別空調の急速な普及に伴い、効果的な指導助

言に資する運用管理手法の情報は不足しているこ

とから、本研究部会では、管理者や自治体の立入

検査等を行う職員へのヒアリングとアンケート調

査を行い個別空調に関する行政指導等の課題を整

理し、個別空調方式の管理方式や管理実態及び室

内環境の差を明らかにすることで、個別空調方式

に特化した空気環境管理手法の確立や管理手法に

基づいた行政指導等を行う際のマニュアル作成の

ための礎とすることを目的とする。 

 

B．研究方法 

B1．空調換気設備と維持管理に関する調査 

 空調換気設備と維持管理公益社団法人全国ビ

ルメンテナンス協会の協力の下、令和 2 年度まで

に、「特定建築物及び中規模建築物における室内

環境と建築物利用者の健康に関する調査」注１）に

おいて、「温度・湿度・CO2測定（1 台設置）」を

実施した会員企業を対象として建物の空調設備

と維持管理に関する質問紙調査を行った。 

 以下に冬期に行った質問項目と夏期に行った

質問項目を示す。 
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  （冬期の質問項目） （夏期の質問項目） 
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B2．個別空調に関する自治体の取り組み事例 

 空気環境測定業者、自治体の立入検査等を行う

職員へのヒアリングとアンケート調査を行った

自治体調査の中から、個別空調方式に特化した維

持管理に資する情報として「設備業者等による定

期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方式に

特化した立入検査に資する情報として「基本的な

指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事例」

について、個別空調方式に特化した空気環境の維

持管理・行政指導マニュアル（案）として、その

内容を紹介する。 

B3．COVID-19 等感染症対策前後の事務所建築

の温熱環境 

 これまでに「建物の空調設備と維持管理」に関

する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告してい

る。質問紙調査の結果から、平時と比較して

COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内

の温熱環境調整が難しくなっているという回答が

得られている。本報では、その質問調査対象につ

いて、感染対策後の室内温湿度及び二酸化炭素濃

度の測定を行った結果を報告する。 

 建物の室内の温度、相対湿度、CO2（T&D 社、

CO2 Recorder Tr-76Ui を使用）について、5 分間

隔で 2 週間の測定を夏期と冬期に行った。測定機

器は、設置に関する注意事項をあらかじめ教示し

た上で、机や棚の上に任意で設置し、建物につき 1

台とした。結果の分析には、得られた測定データ

を空調設備が稼働していると思われる日の 9 時～

17時までを 5日分用いた。建物の概要については、

建築物の管理者または事務所の責任者に対して、

主たる用途、延べ床面積、階数、竣工年、所在地、

使用形態、周辺環境、設備等を質問紙調査により

回答を得ている。2019 年 8 月から 9 月と 2020 年

1 月から 2 月に行われたもの平時の結果とし、

2021 年 2 月と 2021 年 8 月から 9 月に行われたも

のを感染症対策後として、その結果を再分析する。 

 

C．研究結果と考察 

C1．空調換気設備と維持管理に関する調査 

C1.1.冬期の空調換気設備と維持管理 

 調査は 2021 年 2 月から 3 月にかけて 55 件の

企業に対し実施された。調査対象室は、前回まで

に調査を行った場所と同じであるという回答を

得ている。各質問に対する回答は、以下の通りで

あった。 

 図 1 に調査対象室の床面積の回答を示す。対象

の 42％（23 件）が 100 ㎡未満、100 ㎡以上 200

㎡未満が 25％（14 件）、200 ㎡以上 300 ㎡未満

が 16％（9 件）、300 ㎡以上が 11％（6 件）、無回

答が 6％（3 件）という内訳であった。 

 図 2 にコロナ前後の在室人数の回答を示す。コ

ロナ前より在室人数が減っている 35％、同じ

65％であった。 

 図 3 に対象室の空調方式の回答を示す。個別方

式が 73％と最も多く、次いで、中央・個別併用方

式 11％、中央方式 7％の順であった。 

 図 4 に対象室の温度設定値の回答を示す。設定

値としては、24℃以上 25℃未満が 23％（12 件）

と最も多く、次いで、25℃以上 26℃未満 19％、

22℃以上 23℃未満・23℃以上 24℃未満・26℃以

上 27℃未満がそれぞれ 10%等の順であった。 

 図 5 に対象室の湿度設定値の回答を示す。不明

や無回答を合わせると 70％（36 件）となり、湿

度の管理状態を把握していないと思われる。設定

値を把握している場合にも、40%以上 50%未満お

よび 50%以上 60%未満がそれぞれ 10％（5 件）、

40%未満 6％（3 件）、60%以上 2%（1 件）であ

った。 

 図 6 に対象室で操作可能な空調に関する設定

の回答（複数回答）を示す。最も多いのは、モー

ド設定（自動・暖房・冷房・送風）33％（44 件）、

次いで、温度設定 32%（43 件）、風量設定 29%

（39 件）の順であった。湿度設定について、4％

（5件）が室内で操作可能であると回答している。 

 図 7 に対象室の空調制御に関する回答を示す。

最も多いのは個別制御 72％（42 件）であった。

わからないという回答もみうけられるものの、グ

ループ制御やパターン制御を行っている場合が

含まれている。 

 図 8 に対象室の換気設備の回答を示す。最も多

いのは第 1 種換気 35％（19 件）、次いで、第 3 種
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換気 22％（12 件）、第 2 種換気 7％（4 件）であ

った。わからないとの回答も 27％（15 件）ある。

図には示さないものの、換気量について、CO2制

御していると回答の対象室も 4 件含まれていた。

このように、どのような仕組みで換気量が設定さ

れているのかわかっているという回答がある一

方で、わからないという回答も 40 件あった。 

 図 9 に対象室の熱回収の有無の回答を示す。熱

回収が無いとの回答が 34％（19 件）、有るとの回

答が 24％（13 件）、わからないとの回答が 40％

（22 件）であった。 

 図 10 に加湿装置等の設置状況（複数回答）の

回答を示す。加湿設備等が無いが 27％（17 件）、

空調設備組み込みが 16％（10 件）、ポータブル加

湿器 52％（32 件）であった。 

図 11 に加湿装置等がある場合に空調設備に組

み込まれている場合（ただし、別々の機器でも同

じ対象室にある場合を含む）の加湿方式の回答を

示す。最も多いのが水噴霧式 4 件、次いで気化式

3 件、蒸気式 1 件、その他とわからないがそれぞ

れ 1 件ずつであった。 

 図 12 に空調機等のフィルタ（複数回答）の回

答を示す。最も多いのはプレフィルタ 31 件、次

いで、中世能フィルタ8件、高性能フィルタ3件、

無しが 4 件、わからないが 14 件、無回答が 1 件

であった。 

図 13 に新型コロナウイルス感染症対策の回答を

示す。最も多いのは換気量を増やす 32 件、次い

で、勤務形態 24 件、フィルタのメンテ交換・温

度のモニタリングがそれぞれ 4 件、CO2のモニタ

リングが 2 件、相対湿度のモニタリングが 1 件、

その他の対策が14件、回答なしが4件であった。 

 このように、調査対象について空調換気設備と、

維持管理や換気量の推定に必要な情報等および

緊急時の運用に関する情報を集積した。 

C1.2.夏期の空調換気設備と維持管理 

 調査は 2022 年 8 月に、冬期に行った 55 件の

うち、41 件の企業に対し実施された。調査対象室

は、冬期調査を行った場所と同じであるという回

答を得ている。各質問に対する回答は、以下の通

りであった。 

図 14 に対象室の温度設定値の回答を示す。設

定値としては、26℃以上 27℃未満が 22％（9 件）

で最も多く、次いで、24℃以上 25℃未満が 17％

（7 件）および、25℃以上 26℃未満が 7％等の順

であった。窓開け換気等を考慮すると、高めの室

温であると推察される。 

 図 15 に対象室の湿度設定値の回答を示す。不

明や無回答が半数（21 件）となった。冬期同様、

湿度の管理状態を把握していないと思われる。設

定値を把握している場合にも、40%以上 50%未満、

50%以上 60%未満、および 60％以上がそれぞれ

10％（4 件）であった。 

 図 16 に空調運転・維持管理について、冬期と

比べて異なる点の回答を示す。46％（19 件）が

冬期と比べて異なる点が“ある”と回答してい

る。“ある”と回答している場合の自由記述で

は、換気の回数が増えた、空調の設定温度が異

なる、個別式のエアコンに変更した、加湿を行

わない、湿度が高くなりがち、換気のためにも

度を開けているためエアコンが効きにくい、空

気清浄機を新たに設置した等の回答があった。 

 図 17 に、温度に関して、冬期と比べて困った

ことや困っていることの回答を示す。56％（23

件）が困ったことや困っていることは“ない”

との回答であったものの、17％（7 件）は“あ

る”との回答であった。“ある”と回答している

場合の自由記述では、空調吹き出しの位置によ

って冷房の効果に差がある（同 3 件）、換気する

100㎡未満, 23, 

42%

100㎡以上200㎡未

満, 14, 25%

200㎡以上300㎡未

満, 9, 16%

300㎡以上, 

6, 11%

無回答, 

3, 6%

n=55
図 1 対象室の床面積 
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たびに温度が上がる（同 2 件）、局所的に冷えす

ぎるところがある、室温が変化しやすい、室外

機への負荷がかかり過ぎている等の回答があっ

た。 

 図 18 に、湿度に関して、冬期と比べて困った

ことや困っていることの回答を示す。温度と同

様、56％（23 件）が困ったことや困っているこ

とはないとの回答であったものの、17％（7

件）は“ある”との回答であった。“ある”と回

答している場合の自由記述では、換気のために

外気導入量が多く湿度が 60％以上になり高い、

換気するたびに湿度が上がる、じめじめして不

快（同 2 件）等の回答があった。 

 図 19 に、換気に関して、冬期と比べて困った

ことや困っていることの回答を示す。約半数の

49％（20 件）が困ったことや困っていることは

“ないと”の回答であったものの、29％（12

件）は“ある”との回答であった。“ある”と回

答している場合の自由記述では、結露が起こ

る、窓開けのために温度や湿度が上がってしま

う（同 2 件）、窓を開けていることで温度と湿度

が適正にならない、窓を開けているため冷房の

効率が悪い、温度と湿度を下げるのに時間がか

かる（同 2 件）等の回答があった。 

 図 20 に、結露に関して、冬期と比べて困った

ことや困っていることの回答を示す。61％（25

件）が困ったことや困っていることは“ない”

との回答であったものの、5％（2 件）は“あ

る”との回答であった。“ある”と回答している

場合の自由記述では、外気が当たるところは結

露が発生する、結露の水滴が落下する等の回答

があった。 

 図 21 に、調整・制御性に関して、冬期と比

べて困ったことや困っていることの回答を示す。

56%（23 件）が困ったことや困っていることは

“ない”との回答であったものの、7％（3 件）は

“ある”との回答であった。“ある”と回答してい

る場合の自由記述では、温度の調整が難しくなり

何度に設定すべきかわからない、場所によって温

度変化が大きいので調整が大変、中間期の気温変

化時が対応できない等の回答があった。 

C2．個別空調に関する自治体の取り組み事例 

 指導助言の実績のある東京都健康安全研究セン

ターに、経験と実態に基づき内容の紹介を依頼し

た。マニュアルとしての取りまとめに関して、今

後のデジタル技術の導入を見据えた現状の限界と

課題に関する記述が必要である等の意見を得るこ

とができた。 

C3．COVID-19 等感染症対策前後の事務所建築

の温熱環境 

 表１に調査建物 55 件の概要を示す。 

 図 22 に、空調が稼働している日の 9 時から 17

時までの 5 日間の温湿度の平均値を建物ごとに、

既報 1～2）の測定結果と合わせて示す。絶対湿度は、

測定値をもとに Goff-Gratch の式より算出してい

る。図より、本報告の対象物件の 9 時から 17 時ま

での 2021 年冬（2 月）の 5 日間の平均値をみる

と、温度の場合、既報 1～2）とほぼ同程度であるこ

とが大略的にわかるが、湿度の場合、既報 1～2）よ

りもさらに低湿度環境になっているのがわかる。

一方、2021 年夏（8 月～9 月）は、温度の場合、

既報 1～2）とほぼ同程度であることが大略的にわか

るが、湿度の場合、既報 1～2）よりもやや高い物件

が大略的に多い。 

 図 23 に、2021 年冬（2 月）の二酸化炭素濃度

の結果を建物別に示す。一部の建物を除いて、

1,000ppm 以下になっていることがわかる。 

図 24 に、2021 年夏（8 月～9 月）の二酸化炭素

濃度の結果を図 2 と同様に建物別に示す。こちら

も、冬期と同様に、一部の建物を除いて、1,000ppm

以下になっていることがわかる。 

このように、二酸化炭素濃度の結果から、2021

年冬は、これまでよりも外気の室内への流入量が

多い可能性が示唆されている。 

 

D．結論 

 個別空調に特化した行政指導に資する維持管理

マニュアル（案）の作成にあたり、「設備業者等に

よる定期点検時の管理者の留意事項」、個別空調方

式に特化した立入検査に資する情報として「基本

的な指導の流れ」と「立入検査及び報告徴取の事

例」について、東京都の事例を紹介した。 
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 また、これまでに「建物の空調設備と維持管理」

に関する質問紙調査（夏期・冬期）の結果を報告し

ている。質問紙調査の結果から、“平時と比較して

COVID-19 の感染拡大後は、感染対策として行っ

ている窓開け換気により、空調設備を用いた室内

の温熱環境調整が難しくなっている”という回答

が得られていることについて、郵送調査において、

その実態の一端を捉えるデータを得ることができ

た。本研究班では、建築物衛生法によって管理さ

れない建物も含めて調査を行っているが、

COVID-19 の換気対策が行われた際の測定結果か

ら、一部の建物を除いて、二酸化炭素濃度が

1,000ppm 以下のより外気に近い値となっている

ことが確認された。一方、湿度は、既往の調査結果

よりもさらに低湿度環境となっていることをとら

えるデータが得られた。この結果は、「建物の空調

設備と維持管理」に関する質問紙調査（夏期・冬

期）の結果の感染症対策に関する行動と符合する

ものである。COVID-19 の感染症対策としてとら

れた換気対策や行動変容が、空気調和設備等の運

用管理に影響していくのか、継続的に動向を調査

し、新たな感染症対策の一助なるべく、今後も調

査を継続していくことは重要であると思われる。 

 

＜注釈＞ 

注 1）これまでに協力の研究とは、厚生労働科学研

究「建築物衛生管理基準の検証に関する研究

（研究代表者：林 基哉）」及び「中規模建築

物における衛生管理の実態と特定建築物の

適用に関する研究（研究代表者：小林 健一）」

において、建築物利用者の健康状態や職場環

境等の基本情報を得ることを目的として行

ったフェーズ 1 からフェーズ 3 までの調査

を示す。 
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空気環境測定業者、自治体の立入検査等を行う職

員へのヒアリングにご協力いただいた皆様に感謝

申し上げます。また、個別空調に特化した行政指

導に資する維持管理マニュアル（案）の作成にあ

たり、「設備業者等による定期点検時の管理者の留

意事項」、個別空調方式に特化した立入検査に資す

る情報として「基本的な指導の流れ」と「立入検査

及び報告徴取の事例」について、東京都の事例を

紹介し、ご助言をいただくとともにご執筆いただ

いた東京都健康安全研究センター 広域監視部建

築物監視指導課 ビル衛生検査担当 総括課長代

理 坂下一則氏には、本研究班に惜しみなく、情

報を提供いただきました。ここに記して御礼申し

上げます。 
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２．学会発表 

1) 開原典子，柳宇，林基哉．建築物における空気

調和設備の維持管理に関する調査．室内環境

学会学術大会；2022.12.1-2；東京．同講演要旨

集．p.150-151. 
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2021.12；東京（ハイブリッド）．抄録集 P-21-

12. p. 488. 
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図 3 対象室の空調方式 

図 4 対象室の温度設定値 

図 5 対象室の湿度設定値 

図 6 居室で操作可能な空調設定（複数回答） 

図 2 感染症対策前後の在室人数の比較 
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図 7 対象室の空調制御（3 件複数回答） 

 

図 8 対象室の換気設備 

 

図 9 対象室の熱回収の有無 

 

図 10 加湿装置等の設置状況（複数回答） 

 

図 11 加湿方式 

 

図 12 空調機等のフィルタ（複数回答） 
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図 13 感染症対策（複数回答） 

 
図 14 対象室の温度設定値 

 

図 15 対象室の湿度設定値 

 

 

 

図 16 運転・維持管理 冬期と比べて異なる点 

 

 

 

 

図 17 冬期と比べて困ったことや困っていること（温度） 

 

 

 

 

図 18 冬期と比べて困ったことや困っていること（湿度） 
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図 19 冬期と比べて困ったことや困っていること（換気） 

 

 

 

図 20 冬期と比べて困ったことや困っていること（結露） 

 

 

 

 

図 21 冬期と比べて困ったことや困っていること（調整・

制御性） 
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個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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企業に対し実施された。調査対象室は、前回まで

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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に調査を行った場所と同じであるという回答を

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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得ている。各質問に対する回答は、以下の通りで

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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あった。 

個別空調に特化した行政指導に資する維持管理マニュアル（案）より 
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所在地

（都道府県）
主たる用途 延床面積 地上階数 地階数

竣工年月
（西暦年）

空調方式

1 秋田県 その他 2,000㎡未満 2 1 - 個別方式

2 山形県 事務所 2,000㎡未満 3 2 1990年代 中央方式

3 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 4 1 2000年代 個別方式

4 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1980年代 個別方式

5 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 7 1 1990年代 個別方式

6 埼玉県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

7 東京都 その他 5,000～10,000㎡未満 4 3 2000年代 中央方式

8 東京都 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 1 1990年代 個別方式

9 東京都 事務所 50,000㎡以上 27 5 2010年代 中央方式

10 東京都 事務所 10,000～50,000㎡未満 11 1 1990年代 中央方式

11 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

12 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 8 2 1980年代 中央・個別併用方式

13 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 2 1990年代 個別方式

14 東京都 事務所 2,000㎡未満 1 2 1980年代 個別方式

15 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 999 個別方式

16 東京都 事務所 2,000㎡未満 3 3 1990年代 個別方式

17 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 9 1 - 個別方式

18 東京都 事務所 2,000㎡未満 2 1 1960年代 個別方式

19 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 1960年代 個別方式

20 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 6 1 1980年代 個別方式

21 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 9 1 1970年代 個別方式

22 東京都 事務所  2,000～3,000㎡未満 3 1 - 個別方式

23 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 2 1980年代 個別方式

24 東京都 事務所 2,000㎡未満 8 2 - 個別方式

25 東京都 事務所 2,000㎡未満 5 1 1960年代 中央・個別併用方式

26 東京都 事務所 2,000㎡未満 12 1 2000年代 個別方式

27 東京都 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

28 神奈川県 事務所 2,000㎡未満 3 1 1990年代 個別方式

29 神奈川県 事務所 2,000㎡未満 11 1 2000年代 個別方式

30 神奈川県 その他 2,000㎡未満 10 2 1990年代 個別方式

31 富山県 事務所 2,000㎡未満 3 1 2010年代 個別方式

32 石川県 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 2 1990年代 個別方式

33 福井県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

34 山梨県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1980年代 個別方式

35 岐阜県 事務所 5,000～10,000㎡未満 9 1 1970年代 中央方式

36 岐阜県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1980年代 個別方式

37 愛知県 事務所 5,000～10,000㎡未満 9 2 1970年代 中央方式

38 愛知県 事務所 3,000～5,000㎡未満 9 3 1980年代 個別方式

39 大阪府 事務所 2,000㎡未満 4 1 1970年代 個別方式

40 大阪府 事務所 3,000～5,000㎡未満 4 2 - 中央・個別併用方式

41 兵庫県 事務所 10,000～50,000㎡未満 10 2 1990年代 個別方式

42 鳥取県 事務所 2,000㎡未満 1 1 - 個別方式

43 鳥取県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

44 福岡県 事務所 2,000㎡未満 2 1 2000年代 個別方式

45 福岡県 事務所  2,000～3,000㎡未満 3 2 - 個別方式

46 福岡県 事務所 2,000㎡未満 8 1 1980年代 個別方式

47 福岡県 事務所 2,000㎡未満 3 2 2000年代 個別方式

48 福岡県 事務所 2,000㎡未満 3 1 2000年代 中央・個別併用方式

49 佐賀県 事務所 2,000㎡未満 2 1 1990年代 個別方式

50 長崎県 事務所 2,000㎡未満 2 3 1990年代 個別方式

51 熊本県 その他 5,000～10,000㎡未満 5 2 1990年代 中央・個別併用方式

52 熊本県 事務所  2,000～3,000㎡未満 6 1 1990年代 中央・個別併用方式

53 鹿児島県 その他 5,000～10,000㎡未満 12 1 1990年代 個別方式

54 沖縄県 事務所  2,000～3,000㎡未満 4 1 1980年代 個別方式

55 沖縄県 事務所 2,000㎡未満 4 1 1990年代 個別方式

表 1 建物概要 
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図 22 室内温湿度の概況（9時から 17 時まで, 5 日間の平均値） 

図 23 二酸化炭素濃度（9 時から 17 時まで, 2021 年冬（2 月）,5 日間） 

図 24 二酸化炭素濃度（9 時から 17 時まで, 2021 年夏（8 月～9 月）,5 日間） 


